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JCOM株式会社 

 

CATV事業者向け物流ソリューション事業に参入 
－機器の保管・配送・回収・端末再生を一元管理し、業界の業務効率化を支援－ 

 

JCOM株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：岩木 陽一）は、法人向けブランド「J:COM 

BUSINESS」において、2026年 11月以降、全国のケーブルテレビ事業者向けに、ケーブルテレビサービスの

提供に必要な機器の保管・在庫管理・配送・回収・端末再生・廃棄手配までを一体で担う物流ソリューション事

業を開始します。本事業では、J:COMがケーブルテレビ事業者と物流契約を締結し、物流オペレーション全体

を運用管理します。これにより、各事業者が個別に対応していた在庫管理や配送手配、端末再生などの業務を

一元化し、人的負担の軽減、在庫管理の効率化、保管スペースの最適化を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

J:COMは、全国のケーブルテレビ事業者とのネットワークや、機器の調達・設置・回収・再生に関する知見を生

かし、一般的な物流サービスでは対応しにくい、ケーブルテレビ業界特有の機器管理業務に対応した独自の物

流モデルを構築します。本事業では、滋賀県内の物流拠点を活用し、これまで複数拠点に分散していた機器

の保管・管理機能を集約します。あわせて、在庫管理システムを活用することで、入出庫情報や在庫状況を一

元的に管理し、ケーブルテレビ事業者の業務効率化を支援します。 

 

■背景 

ケーブルテレビ事業者は、STBやHGWなどの機器の在庫保管やお客さま宅への設置、サービス変更や解約

時には回収・再生・再配送を行う必要があります。これらの業務は多岐にわたり、各事業者にとって人的負担

や管理負荷が大きい領域となっています。また、物流業界では人手不足や輸送力の低下、配送コストの上昇

が課題となっており、安定的な物流網の確保はケーブルテレビ事業者にとっても重要性を増しています。

J:COMはこれらの課題に対し、業界内のネットワークと機器ライフサイクル管理の知見を生かし、ケーブルテレ

ビ事業者向けの物流ソリューションとして提供します。 

 

 

 

 

<本事業の仕組み> 



■本事業の特長 

①機器の保管・配送・回収・端末再生・廃棄手配までを一元管理 

STBやHGWなど、お客さま宅に設置する機器について、保管・在庫管理、配送、回収、端末再生・廃棄手配ま

でを一体で管理します。これにより、各事業社が実施していた業務を集約化し、効率化を図ります。 

 

②ケーブルテレビ業界特有の運用に対応 

J:COMがこれまで培ってきたケーブルテレビ事業の運用ノウハウを生かし、工事会社への配送、設置後の回

収、再生端末の再配送など、業界特有のオペレーションに対応します。 

 

③在庫管理のシステム化による業務効率化 

在庫情報や入出庫情報を一元管理することで、煩雑化しやすい在庫管理業務の効率化を支援します。これに

より、各事業者は物流関連業務にかかる人的リソースを抑え、本来の顧客対応やサービス運営に注力しやす

くなります。 

 

④拠点集約による保管スペースの最適化 

複数拠点に分散していた機器の保管を集約することで、保管スペースの圧迫や管理負荷の軽減を図ります。

また、在庫管理や配送手配を一元化することで、配送の効率化を進め、環境負荷の軽減にも寄与します。 

 

 

■今後の展開 

J:COMは、本事業を「J:COM BUSINESS」の新たなソリューションとして展開し、ケーブルテレビ事業者の業務

効率化と収益基盤の強化を支援します。将来的には、セルフインストール関連サービスなどへ対象領域を広げ、

さらなる価値創出を目指してまいります。 

 

J:COMは今後も、ケーブルテレビ業界に根ざした事業知見と全国の事業者ネットワークを生かし、ケーブルテ

レビ事業者各社の持続的な事業運営を支え、業界全体の課題解決に貢献してまいります。 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
J:COMのサステナビリティ 
J:COMでは、事業活動を通じたサステナビリティ経営を推進しています。お客さまの豊かな「暮らし」を支える企業として、持続的
な「地域社会」へ貢献を行い、その土台である「地球環境」と関わるすべての「人」を対象として、4つのマテリアリティと、さらに具
体化した12のサブマテリアリティを2023年度に再設定しました。 
 
＜本事業と関連するマテリアリティ＞ 

マテリアリティ：「安心安全で持続可能な地域社会への貢献」 サブマテリアリティ：「地域社会との共創」 
地域社会の持続的な成長のために、自治体・パートナーとともに交通・医療・教育などの地域における固有の課題を、
DXを通じて解決していきます。また、全国にプロモーション専任担当である「地域プロデューサー」を配置し、地域活性
化のための企画提案や、地域密着型のメディア"コミュニティチャンネル"等でのきめ細やかな情報発信を行い、サステ

ナブルな地域社会を創造します。 
 

マテリアリティ：「地球環境への貢献」 サブマテリアリティ：「脱炭素社会の実現への挑戦」 
脱炭素社会の実現に向けて、設備や伝送路の省エネルギーを推進し、再生エネルギーの調達や発電により事業活動
を通じてカーボンニュートラル達成を目指します。 
 

 
 

 

■J:COM BUSINESSとは https://business.jcom.co.jp/ 

J:COM BUSINESSは、2024年6月にスタートしたJ:COMの法人向けブランドです。地域密着型のサービスを提

供し、地域の特性を活かした提案やきめ細かいアフターサービスを通じて、企業の成長と地域社会の発展に貢

献します。J:COM BUSINESSは企業の抱える課題を解決し地域社会と共に持続的な成長を目指します。 

公式YouTubeチャンネル https://www.youtube.com/@jcom_business 

公式Facebookページ   https://www.facebook.com/jcombiz 
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